




はじめに

　「就職」ということは、一人の人間にとって、生活の安定や社会参加を通じての生きがい
等、生きていく上で極めて重要な意義をもっているものであり、人生を左右しかねない重
大な決定にかかわるものです。わが国の憲法において「職業選択の自由」を基本的人権の
一つとしてすべての国民にこれを保障しているのも、このような趣旨に基づくものです。 
　一方雇用主にも、採用方針・採用基準・採否の決定など、「採用の自由」が認められて
います。しかし「採用の自由」は、応募者の基本的人権を侵してまで認められているわけ
ではありません。労働者の採用選考を行うに当たっては、何よりも『人を人としてみる』
人間尊重の精神、すなわち、応募者の基本的人権を尊重することが重要です。

　「職業選択の自由」ということは、国民がどんな職業でも自由に選べるということですが、
不合理な理由で就職の機会が制限されている状況であれば、その精神を実現することはで
きません。つまり「職業選択の自由」の精神を実現するためには、不合理な理由で就職の
機会が制限されないということ、すなわち「就職の機会均等」が成立しなければなりませ
んが、それを実現するためには、雇用する側が応募者に広く門戸を開いた上で、差別のな
い合理的な基準による採用選考を行っていただくことが不可欠になってきます。
　差別のない合理的な基準による採用選考ということは、人種・信条・性別・社会的身分
又は門地などではなく、本人の適性と能力のみを基準として採用選考を行うことにほかな
りません。
　以上のことから、雇用主は、応募者に広く門戸を開いた上で、本人の適性と能力のみを
基準とした『公正な採用選考』を行うことが求められているということがいえます。

　本人の適性と能力のみを基準とした『公正な採用選考』を行うためには、本籍地や家族
の職業などの本人に責任のない事項や、宗教や支持政党などの本来自由であるべき事項 (
思想信条にかかわること ) など、本人が職務を遂行できるかどうかに関係のない事項を採
用基準としないのは当然のことですが、それらの事項を応募用紙や面接などによって把握
すること自体が、就職差別につながるおそれがあるということを十分認識する必要があり
ます。
　それらの事項は、採用基準としないつもりであっても、把握すれば結果としてどうして
も採否決定に影響を与えることとなりますし、また、それらの事項を尋ねられたくない応
募者に対して精神的な圧迫や苦痛を与えたり、そのために本人が面接で実力を発揮できな
かったりする場合があり、結果としてその人を排除することにもなりかねないからです。

　厚生労働省といたしましては、これまでも、就職と教育の機会均等を完全に保障するこ
とが同和問題などの人権問題の中心的課題であるとの認識に立って、応募者の基本的人権
を尊重した公正な採用選考が実施されるようにするための諸施策を積極的に実施し、雇用
主の皆様方に御理解と御努力をお願いして参りましたが、今般、雇用主の皆様に公正な採
用選考の基本的な考え方を再確認いただき、さらなる取り組みを行う際に活用できる資料
として、本冊子を作成しました。

　雇用主の皆様におかれましては、就職の機会均等の確保を図る当事者として、同和関係
者、女性、障害者、在日外国人などの立場や人権問題全般に対する正しい理解と認識を深
めていただきながら、これらの啓発資料を有効に御活用いただくことにより、公正な採用
選考の実施にむけたさらなる取り組みをお願い申し上げます。
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Ⅰ　採用選考の基本的な考え方
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（応募者の基本的人権の尊重）
★　日本国憲法（第 22 条）は、基本的人権の一つとして

全ての人に「職業選択の自由」を保障しています。 

★　一方、雇用主にも、採用方針・採用基準・採否の決
定など、「採用の自由」が認められています。

★　しかし、「採用の自由」は、応募者の基本的人権を侵
してまで認められているわけではありません。

★　採用選考を行うに当たっては、何よりも『人を人として
みる』人間尊重の精神、すなわち、応募者の基本的人
権を尊重することが重要です。

（適性・能力による採用選考）
★ 「職業選択の自由」すなわち「就職の機会均等」とい

うことは、誰でも自由に自分の適性・能力に応じて職業を
選べるということですが、これを実現するためには、雇用
する側が、応募者に広く門戸を開いた上で、適性・能力
のみを基準とした『公正な採用選考』を行うことが求めら
れます。

★　また、日本国憲法（第 14 条）は、基本的人権の一
つとして全ての人に「法の下の平等」を保障しています
が、採用選考においても、この理念にのっとり、人種・
信条・性別・社会的身分・門地などの事項による差別が
あってはならず、適性・能力のみを基準として行われるこ
とが求められます。

採用選考は、
　●『人を人としてみる』人間尊重の精神、すなわち、応募者の基本的人権を尊重すること
　●応募者の適性・能力のみを基準として行うこと
の２点を基本的な考え方として実施することが大切です。

日本国憲法
第 14 条　すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は

門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。
第 22 条　何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。
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Ⅱ　公正な採用選考の基本

　『公正な採用選考』を行う基本は、
　① 応募者に広く門戸を開くこと
　② 本人のもつ適性・能力以外のことを採用基準にしないこと
にあります。

（応募者に広く門戸を開く）
★　『公正な採用選考』を行うには、まず、「応募者に広く

門戸を開くこと」が求められます。

★　ごく限られた人にしか門戸が開かれていないようであれ
ば、「就職の機会均等」を実現することはできませんので、
求人条件に合致する全ての人が応募できるようにすること
が大切です。

（適性・能力のみを採用基準とする）
★　『公正な採用選考』を行うには、「応募者が、求人職

種の職務遂行上必要な適性・能力をもっているかどうか」
という基準で採用選考を行うことが必要です。

★　例えば、本籍地や家族の職業など「本人に責任のな
い事項」や、宗教や支持政党などの「本来自由である
べき事項（思想信条にかかわること）」は、本人が職務
を遂行できるかどうかには関係のないこと・適性と能力に
は関係のないことであり、これらを採用基準にしないことが
必要です。

（適性・能力に関係のない事項の把握）
★　適性・能力に関係のない事項は、それを採用基準とし

ないつもりでも、応募用紙に記載させたり面接時において
尋ねたりすれば、その内容は結果としてどうしても採否決
定に影響を与えることとなり、就職差別につながるおそれ
があります。

★　応募者にとってみれば、採用側が採用基準としないつ
もりの事項であっても、尋ねられればそれが採用選考の
基準にされていると解釈してしまいます。
　また、それらの事項を尋ねられたくない応募者にとって
みれば、尋ねられること自体によって精神的な圧迫や苦痛
を受けたり、その心理的打撃が影響して面接において実
力を発揮できなかったりする場合があり、結果としてその
人を排除することになりかねません。

★　なお、求職者の個人情報を保護する観点からも、社
会的差別の原因となるおそれのある個人情報などについ
ては、原則として収集が認められません

（→Ⅶ「求職者等の個人情報の取扱い」参照）
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（適性・能力に関係のない事項の把握）
★　労働者に求められる適性と能力の内容は、職種の職

務内容によって異なります。

★　そのため、応募者からどんな事項を把握することが適
当か、あるいは適当でないかは、一概に断じられるもので
はなく、職務内容に応じて、把握することが真に合理的
であるかどうかという観点で判断しなければならないものと
いえます。

★　しかしながら、少なくとも、「本人に責任のない事項」や
「本来自由であるべき事項（思想信条にかかわること）」
は、本人の適性・能力に関係のない事項であると考えら
れます。

★　このため、これらの事項を、応募用紙（エントリーシート
を含む）に記載させる・面接時において尋ねる・作文を
課すなどによって把握することは、就職差別につながるお
それがあります。

★　「戸籍謄（抄）本」や「現住所の略図等」を提出さ
せることは、これらの事項を把握することになります。

★　「身元調査」、「全国高等学校統一応募用紙・JIS 規
格の履歴書（様式例）に基づかない事項を含んだ応募
書類（社用紙）の使用」、「合理的・客観的に必要性
が認められない採用選考時の健康診断（健康診断書の
提出）」は、就職差別につながるおそれがあります。

（就職差別につながるおそれがある14事項）
★　労働者に求められる適性と能力の内容は職務内容に

よって異なりますが、少なくとも各職務に共通して就職差
別につながるおそれがある事項としては、次の 14 事項を
あげることができます（これらに限られるわけではありませ
ん）。

（身元調査、合理的必要性のない採用選考時の健康診断）

就職差別につながるおそれがある具体的事項として、少なくとも、
　● 適性・能力に関係のない事項（本人に責任のない事項や、本来自由であるべき事項
　 （思想信条にかかわること））を、応募用紙・面接・作文などによって把握すること
　● 身元調査・合理的必要性のない採用選考時の健康診断を実施すること
など 14 事項をあげることができます。

Ⅲ　「採用選考時に配慮すべき事項」　～就職差別につながるおそれがある 14事項～
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「採用選考時に配慮すべき事項」　～就職差別につながるおそれがある 14事項～

　次の①～⑪の事項を、応募用紙（エントリーシートを含む）に記載させ
る・面接時において尋ねる・作文を課すなどによって把握することや、⑫～
⑭を実施することは、就職差別につながるおそれがあります。

（本人に責任のない事項の把握）
①「本籍・出生地」に関すること
②「家族」に関すること（職業・続柄・健康・地位・学歴・収入・資産など）
③「住宅状況」に関すること（間取り・部屋数・住宅の種類・近隣の施設など）
④「生活環境・家庭環境など」に関すること

（本来自由であるべき事項（思想信条にかかわること）の把握）
⑤「宗教」に関すること
⑥「支持政党」に関すること
⑦「人生観・生活信条など」に関すること
⑧「尊敬する人物」に関すること
⑨「思想」に関すること
⑩「労働組合・学生運動など社会運動」に関すること
⑪「購読新聞・雑誌・愛読書など」に関すること

（採用選考の方法）
⑫「身元調査など」の実施
⑬「全国高等学校統一応募用紙・JIS 規格の履歴書（様式例）に基づかない事

項を含んだ応募書類 （社用紙）」の使用
⑭「合理的・客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断」の実施

（注 1）「戸籍謄（抄）本」や本籍が記載された「住民票（写し）」を提出させることは、
①の事項の把握に該当することになります。

（注 2）「現住所の略図等」を提出させることは、③④などの事項を把握したり、⑫
の「身元調査」につながる可能性があります。

（注 3）⑭は、通常、採用選考時において合理的・客観的に必要性が認められない
　「健康診断書」を提出させることを意味します。
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【①本籍／（注 1）戸籍謄（抄）本・住民票（写し）】
　人を雇う際に「戸籍謄（抄）本の提出」を求めるなどによって「本籍」を調べる習慣は、我が国の資本
主義発達段階の初期において、身元を確認するための手段として生まれたものだと言われています。その
後この習慣は踏襲され続け、今となっては何のためにこれを求めるのか明確でないのに従来からの慣行と
して事務的に求めている場合があります。
　しかしながら、この本籍・戸籍謄（抄）本というものは、同和関係者であることなどを理由とした差別
に用いられたり偏見を招くおそれのあるものであるということや、それが把握されることによって多くの
人々を不安にさせているということについて、深く認識する必要があります。「本籍によって差別するつも
りはなく、特に必要性はないけれども事務的に戸籍謄（抄）本の提出を求めた」ではすまされないことに
ついてご理解ください。本籍が記載された「住民票（写し）」も、考え方は「戸籍謄（抄）本」と同様です。
　また、国籍で差別しない公正な採用選考を行う必要から、応募者が外国人でも、「戸籍（本籍）」や「住
民票（写し）」を提出（記入）させることは、結果としてその応募機会を不当に閉じることになるおそれが
あります。「特別永住者証明書」や「在留カード」などを提出させることについても同様です。
　なお、応募用紙の「本籍」欄については、「（中卒用）職業相談票（乙）」「全国高等学校統一応募用紙」
は平成 8 年 4 月より、また「JIS 規格の様式例に基づいた履歴書」は平成 10 年 7 月より削除されています。

【②家族に関すること】
　　「家族」の職業（有無・職種・勤務先など）・続柄（家族構成を含む）・健康・地位・学歴・収入・資産
などを応募用紙や面接などで把握しようとする事例が見受けられますが、それらの事項は、本人の適性・
能力に関係のないことです。
　そもそも、両親のいる家庭であるかとか、親などの家族がどんな仕事についているか、会社の中でどん
な役職か、どれほどお金持ちかなどということなどによって、本人の就職が左右されてよいはずがありま
せん。また、親などの家族の状況から本人の適性・能力などを推しはかろうとする考え方も、家柄を重ん
じるなどの前近代的な因習に基づく多くの予断と偏見が作用したものということができます。
　　「面接において家族について尋ねたのは、応募者をリラックスさせるために、答えやすい身近な話題と
して出しただけであり、何かを差別しようとするつもりはなかった」などという場合もあります。しかし
ひとたび尋ねて把握してしまえば、それは知らないうちに偏見や予断を招き、本人に対する評価・見方に
フィルターがかかります。はじめは差別するつもりはなかったということでも、結果としては、把握した
ことが採否決定に影響を与え、就職差別につながるおそれがあるのです。
　また、家族について尋ねるということは、例えば家族の離死別・失業など、本人に責任のないそれぞれ
の家族のさまざまな事情に立ち入ることにもなり、もし応募者がそれらの事情を尋ねられたくないと思っ
ていたならば、本人を傷つけたり、動揺させて面接時に実力を発揮できなくさせ、結果としてその人を排
除してしまうことにもなりかねません。
　家族に関することは、尋ねる必要がないばかりか、本人自身の適性と能力を公平かつ客観的に評価する
ためにあえて尋ねないようにする考え方が必要です。

【③住宅状況・④生活環境・家庭環境】
　　「住宅状況」「生活環境」「家庭環境」などは、そもそも本人の適性・能力に関係のない事項ですが、そ
れらを把握すれば、そこから本人や家族の生活水準（収入水準・家柄など）を推測し、さらにそれに基づ
いて人物を評価しようとする考え方に結びつくおそれがあります。

【⑤～⑪本来自由であるべき事項（思想信条にかかわること）】
　　「宗教」「支持政党」「人生観・生活信条など」「尊敬する人物」「思想」「労働組合・学生運動など社会運
動」「購読新聞・雑誌・愛読書」など、思想信条にかかわることを採否の判断基準とすることは、憲法上の
「思想の自由（第 19 条）」「信教の自由（第 20 条）」などの規定の精神に反することになります。思想信条
にかかわることは、憲法に保障された本来自由であるべき事項であり、それを採用選考に持ち込まないよ
うにすることが必要です。

【⑫身元調査】
　企業が従業員の採用に当たって、応募者の本籍、生活状況、家族の状況などを調査することは、応募者
の適性・能力に関係のない事柄を把握してそれを採用基準とすることになり、その結果、本人の就職の機
会が不当に閉ざされることになります。
　身元調査においては、居住地域等の生活環境等を実地に調べたり、近所や関係者への聞き込みや様々な
書類・データを収集することなどによって、本人やその家族に関する情報を広く集めることになりますが、
その中で、意図しなくても、本人の本籍・生活環境や家族の状況・資産などの本人に責任のないことや、
思想信条にかかわることなど、本人の適性・能力とは関係のない、差別の原因となるおそれのある事項が

「採用選考時に配慮すべき事項」（就職差別につながるおそれがある 14 事項）の考え方
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把握されることとなります。
　また身元調査によって収集される情報の中には、無責任な風評・予断・偏見が入り込んだ情報が含まれ
ることがあり、それが採用を左右するおそれがあります。
　このようなことから、結果として身元調査は就職差別につながるおそれがあります。

【⑬社用紙】→Ⅵの 4「応募の受付け（応募書類）」参照
　雇用主が独自に作成した応募書類（「社用紙」）は、例えば本籍地や家庭状況を記入させるなど、就職差
別につながるおそれのある事項が含まれている場合がみられます。
　このため、新規中卒・高卒予定者の場合、就職差別につながるおそれのある事項が含まれない応募用紙
としてそれぞれ、「職業相談票（乙）」「全国高等学校統一応募用紙」が全国統一的に定められていますの
で、それを使用し「社用紙」は使わないようにしてください。
　また、新規大卒等予定者の場合は、厚生労働省が示す「新規大学等卒業予定者用標準的事項の参考例」
に基づいた応募社用紙（履歴書、自己紹介書）、または、「JIS 規格の様式例に基づいた履歴書」を使用する
とともに、一般求職者の場合は「JIS 規格の様式例に基づいた履歴書」を使用しましょう。

【⑭採用選考時の健康診断／（注 3）健康診断書】
　労働安全衛生規則第 43 条に「雇入時の健康診断」が規定されていることを理由に、採用選考時において
一律に血液検査等の「健康診断」を実施する（「健康診断書の提出」を求める）事例が見受けられます。
　しかし、この「雇入時の健康診断」は、常時使用する労働者を雇い入れた際における適正配置、入職後
の健康管理に役立てるために実施するものであって、採用選考時に実施することを義務づけたものではな
く、また、応募者の採否を決定するものでもありません。
　採用選考時における血液検査等の「健康診断」は、応募者の適性と能力を判断する上で必要のない事項
を把握する可能性があり、結果として、就職差別につながるおそれがあります。
　したがって、採用選考時における「健康診断」は、その必要性を慎重に検討し、それが応募者の適性と
能力を判断する上で合理的かつ客観的に必要である場合を除いて実施しないようお願いします。なお、真
に必要な場合であっても、応募者に対して検査内容とその必要性についてあらかじめ十分な説明を行った
うえで実施することが求められます。

< ウイルス性肝炎について >
　ウイルス性肝炎は、通常の業務において労働者が感染したり、感染者が他の労働者に感染させたりするこ
とは考えられず、また多くの場合肝機能が正常である状態が続くことから、基本的に就業に当たっての問題
はありません。肝炎ウイルスの持続感染者等に対する差別は、偏見を基礎にしたものであるといえます。
　したがって、採用選考時において、肝炎ウイルス検査（血液検査）を含む合理的必要性のない「健康診断」
を実施することは、結果として肝炎ウイルスの持続感染者等に対する就職差別につながるおそれがあります。

< 色覚異常について >
　色覚検査において異常と判別された方の大半は、支障なく業務を行うことが可能であることが明らかにな
ってきております。しかしながら、このような方が業務に特別の支障がない場合であっても、事業主が採用
を制限する事例も見受けられることから、労働安全衛生規則等の改正（平成 13 年 10 月）により、「雇入時の
健康診断」の健康項目としての色覚検査が廃止されました。
　従業員を雇い入れる際には、「色覚異常は不可」などの求人条件をつけるのではなく、色を使う仕事の内容
を詳細に記述するようにするとともに、採用選考時において、色覚検査を含む「健康診断」を行うことにつ
いては、職務内容との関連でその必要性を慎重に検討し、就職差別につながらないよう注意してください。

【（注 2）現住所の略図等】
　　「現住所（自宅付近）の略図等の提出」を求めることは、居住地域の状況などを把握したり「⑫身元調
査」に利用される危険性があります。通勤経路の把握などのために用いる場合は、入社後において必要に
応じて把握すれば足り、採用選考時に把握する合理性はありません。
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（基本的人権を尊重した企業行動）
★　企業は、利潤の追求を目的として行動する経済主

体ですが、同時に、国民各個人と同様、社会の一員
であるという立場から、基本的人権を尊重して行動
することが求められます。

★　このような意味から、企業は、同和問題をはじめ
とする人権問題に関心を持ち、企業内外において基
本的人権の侵害が生じないよう、人権意識を高めな
がら必要な取り組みを進めることが求められます。

（ＣＳＲへの取り組み）
★　企業活動の目的は利潤の追求にありますが、その利潤

は社会に働きかけ社会から得るものであり、企業は、社
会なくして存在できないということから、社会的責任ある活
動が求められます。

★　この企業の社会的責任は、ＣＳＲ（Corporate Social 
Responsibility）呼ばれ、近年重要視されてきております。

★　ＣＳＲに基づく企業活動は、あくまでも企業の自主的な取
り組みとして行われるものですが、「法令遵守（コンプラ
イアンス）・企業倫理」をはじめ、「情報の開示と保護」「環
境への配慮」「安全と品質」「社会地域貢献」などの
分野にわたって、各企業による積極的な取り組みが進ん
できております。

★　このような中で、「人権尊重」や「労働」も重要な
対象分野となっており、企業の自主行動原則として国連
が提唱するグローバルコンパクト（10 原則）においても、「人
権の擁護を支持し尊重すること（原則 1）」や「雇用と
職業に関する差別を撤廃すること（原則 6）」などが掲げ
られております。
　また、企業を含む組織の社会的責任に関する国際規
格として、2010 年 11 月に発行されたＩＳＯ26000（社会
的責任に関する手引き）においても、７つの中核課題の
一つとして「人権」が位置づけられております。

★　今後、各企業は、どれだけ CSR に取り組んでいるか、
つまり人権尊重や差別撤廃への取り組みなどを含む社会
的責任ある行動をどれだけとっているかがますます問われ
るようになり、それによって企業価値が評価されるようになっ
てくるものと考えられます。

　企業は、社会の一員として基本的人権を尊重した行動が求められますが、近年は特に、 
ＣＳＲ（社会的責任ある活動）という観点からも、「人権尊重」や「差別撤廃」に対する取
り組みが重要視されてきています。

Ⅳ　企業における人権問題への取り組み

労働分野における
主な人権問題

●　労働関係法令の遵守 (コンプライアンス)

●　募集・採用又は採用後の労務管

理における、人種、民族、信条、

性別、社会的身分、門地、障害、

疾病、性的指向、性同一性障害な

どによる差別的取扱い

●　募集・採用又は採用後の労務管

理における、求職者・労働者の個

人情報保護

●　職場における差別的言動、いじ

め、セクハラ、パワハラなど
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（公正採用選考人権啓発推進員の役割）
★　「公正採用選考人権啓発推進員」は、就職の機会

均等を確保する観点に立って、各事業所内で公正な採
用選考システムの確立を図る役割とともに、ハローワーク
や労働局との連携窓口としての役割を担います。

★　具体的には、各事業所内で行われる労働者の採用選
考が公正なものとなるよう、事業所内での事務的な責任者

（旗振り役）としての役割を担います。

★　この役割を果たしていただくために、「公正採用選考人
権啓発推進員」には、ハローワークや労働局が定期的
に開催する研修会等を通じて、公正採用選考や人権問
題等に関する正しい理解と認識を深めていただいておりま
す。

（公正採用選考人権啓発推進員の選任）
★　公正採用選考人権啓発推進員は、常時使用する従

業員数が一定規模以上の事業所において、人事担当責
任者など採用選考に関する事項について相当の権限を
有する方の中から選任していただきます。

★　推進員を新たに選任したり選任替えをした場合などは、
ハローワークにお知らせ願います（その具体的方法につ
いては各ハローワークからお伝えします）。

Ⅴ　公正採用選考人権啓発推進員制度

　雇用主が、同和問題などの人権問題について正しい理解と認識のもとに、公正な採用
選考を行っていただくため、一定規模以上の事業所等に「公正採用選考人権啓発推進員」
を選任していただいています。

　　「公正採用選考人権啓発推進員」制度は、選任しただけ・研修会に出席しただけではなく、
各事業所内で『公正な採用選考』の実現のための旗振り役となり、『公正な採用選考』が実
際に実現できてこそ意義があります。

　企業によっては、採用選考の具体的な方法を決めたり応募者と実際に面接したりするのは、
企業トップクラスや「公正採用選考人権啓発推進員」ではない担当者（支店・営業所などの
出先を含む）である場合も多いですが、その場合、「公正採用選考人権啓発推進員」からそ
れらの企業トップクラスや担当者に対して『公正な採用選考』の考え方をいかに的確に伝え
ていくかが重要なポイントとなります。
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（『公正な採用選考』を実行する社内体制）
★　企業は、社長さん自ら一人で採用選考を行うような零

細企業から、全国に数多くの支店・営業所・子会社をも
つ大企業まで様々ですが、いずれの場合であっても、採
用選考の担当者の全員が『公正な採用選考』の考え方
を理解しそれを実行する社内体制（『公正採用選考シス
テム』）を整えることが必要です。

★　もし採用選考の担当者のうちの一人でも『公正な採用
選考』の考え方を理解せず、就職差別につながるような
不適切な対応を行ったならば、企業全体が責任を問われ、
社会的な信頼を失いかねません。

★　そのため、採用選考の流れ全体にわたって『公正な
採用選考』が実現できるよう、次の点に留意しつつ、各
企業の実情に応じた社内体制を整備しましょう。

①　　『公正な採用選考』を実現するための社内の責任
体制について、採用選考のどの部分を誰が分担してい
るか明確化すること

②　社内のマニュアルやガイドラインなどにより企業として
の考え方や方法を統一し、それを採用選考に係わる全
担当者に対して周知徹底をすること

③　採用選考の方法や基準などに問題がないかどうか常
に点検し、問題があれば迅速に修正できるしくみをつく
ること

（『公正な採用選考』はすべての応募者に適用）
★　　『公正な採用選考』の考え方やしくみは、新規学卒

者や正社員ばかりに適用されるわけではありません。中途
採用者、アルバイト・パートなどの非正規雇用労働者を含
むすべての応募者に適用されるものですので、それぞれ
の採用担当部署が異なる場合であってもそのすべてに徹
底することが必要です。

●　採用選考の担当者のうちの一人でも、就職差別につながるような不適切な対応を行えば、
企業全体の社会的な信頼を失いかねませんので、担当者全員が『公正な採用選考』の考え
方を理解しそれを実行するような社内体制（『公正採用選考システム』）を整えましょう。

●　『公正な採用選考』のための社内体制は、責任の所在の明確化、マニュアルやガイドライ
ンなどによる全担当者への周知徹底、採用選考の方法や基準などに関する点検や修正のし
くみ、などに配慮して整備しましょう

Ⅵ－1　採用選考のための社内体制
Ⅵ　採用選考の具体的な方法
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（応募者の個人情報の適正管理）
★　また、応募者から提出された応募書類や面接記録な

ど、応募者の個人情報については、採用選考の流れ全
体を通して適切に管理されなければなりません（→ P34
指針第 4 の 2「個人情報の適切な管理」参照）。
　万が一、個人情報が不正な目的で使用されたり、漏
洩されたり、第三者が入手したりすれば、企業の社会
的な信頼を失いかねません。応募書類等を扱う担当者
の範囲、保管方法、返却・破棄などの方法を具体的に
定め、担当者に徹底しましょう。

好事例 関連企業を含めた「公正採用選考推進委員会」による取り組み
<内容 >
　この企業では、『公正な採用選考』の実現のため、次のような組織的・体系的な取り組みを行ってい
ます。
①公正採用選考人権啓発推進員を、本社だけでなく全支社で選任するとともに、採用を行っている関

連企業でも推進員を選任する。
②それらの推進員によって「公正採用選考推進委員会」を設置。
③その委員会では毎年開催され次のような任務を果たしています。
　・募集広告から採用内定に至るまでの各プロセスごとの責任体制を確認し、それぞれの手続きや用

いる書類が『公正な採用選考』の観点から問題がないかどうか点検
　・面接マニュアルの作成
　・採用選考の終了後問題がなかったかどうかの自己点検

問題事例 エントリーシートにおける就職差別につながるおそれのある項目の設定
<考え方 >
　この企業では、新規大卒予定者の採用のため、インターネット上の企業ホームページ中に「エ
ントリーシート」画面を設定し、応募者にその画面に必要事項を入力させることによって応募を
受け付けていましたが、その入力項目として、「本籍」「家族の職業」「尊敬する人物」「信条」な
どの、就職差別につながるおそれのある項目を設定していました。
　雇用主にこのような項目を設定した事情を確認すると、企業内の人事担当者が、「エントリー
シート」による応募者受付けの仕組みの設計を企業ホームページ担当者に依頼したものの、企業
ホームページ担当者が、『公正な採用選考』に関する十分な理解のないままに見栄え重視で入力
項目のレイアウト設計をし、さらにそれを人事担当者が十分に点検しないままに利用していたこ
とが判明しました。
　　『公正な採用選考』の考え方は、採用面接担当者だけが理解しておけばよいものではありま
せん。企業トップのリーダーシップのもとに、応募者に対する求人広告の担当、応募の受付けの
担当、面接担当などの直接の人事担当のみならず、エントリーシートの画面設計担当など関係部
署（外注している場合はその外注先企業）においても十分理解し適切な対応ができるよう、社内
外の責任・点検・連絡の体制を整備しておく必要があります。
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（１）採用基準（選考基準）
①あらかじめ採用基準を明確化しておく

★　採用基準（選考基準）は採用選考を実施するた
めの「ものさし」ですが、その内容は、面接など
の選考手続を実施してから検討するのではなく、
あらかじめ明確化しておきましょう。

②適性・能力のみを採用基準とする
★　採用基準は、採用予定の職種の職務を遂行す

るためにどんな適性・能力が必要とされるか、そ
のために採用時点でどの程度の適性・能力（技能・
経験・資格・将来的な可能性など）が必要とされ
るか、という観点で検討しましょう。

③同和関係者、障害者など特定の人を排除しない
★　特定の人を排除してしまうというのは、そこに予

断と偏見が大きく作用しているからであり、憲法に
規定される「職業選択の自由」や「法の下の平等」
の精神に反することになります。

（２）選考方法
①求人条件に合致する全ての人が応募できるように

★　ごく限られた人にしか門戸が開かれていないよう
であれば、「就職の機会均等」を実現することはで
きませんので、求人条件に合致する全ての人が応
募できるようにすることが大切です

②採用基準に適合した選考方法
★　選考方法には、学力試験、作文、適性検査、面

接などいろいろありますが、応募者が採用基準にど
れだけ適合しているかを的確に評価できる選考方法
は何かをよく検討し、それをとるようにしましょう。

③適性・能力のみを評価する選考方法
★　< 採用基準 > が、本人の適性・能力のみを基準

とした適切なものであったとしても、< 選考方法 >
が適性・能力以外の要素を把握するものであれば、
把握された内容はどうしても採否決定に影響を与
えることとなり、また、それらの事項を尋ねられた
くない応募者に心理的打撃を与えることになって、
結果として就職差別につながるおそれがあります。

●　労働者の募集を行うに当たっては、あらかじめ、適性・能力のみによる「採用基準」
を明確化しておきましょう。

●　その上で、適性・能力のみを客観的に評価する「選考方法」をとりましょう。

Ⅵ－ 2　採用基準・選考方法



12

★　例えば、「身元調査」「戸籍謄（抄）本や現住所
の略図等の提出」や、「合理的・客観的に必要の
ない採用選考時の健康診断の実施（健康診断書
の提出）」は、本人のもつ適性・能力以外の要素
を把握することになり、就職差別につながるおそ
れがあります。

★　このため、応募者の適性・能力のみを評価する
選考方法をとるようにしましょう。

④応募者を客観的に評価する公平な選考方法
★　応募者の適性・能力が的確に評価されず、本来

採用されるべき適性・能力が高い応募者が不採用
となってしまえば、応募者にとって不公平であるば
かりか、採用企業にとっても社業の発展に役立つ
優秀な社員の採用機会を失ったという意味で損失
となります。

★　このため、選考方法は応募者の適性・能力を
客観的に評価する公平なものである必要があり
ます。

★　応募者の適性・能力を客観的に評価するための
方法として、複数の選考方法を組み合わせたり、
面接において、あらかじめ決めた評価基準に基づ
いて複数の担当者で評価するなどの方法を工夫し
ましょう。

問題事例 応募者全員に血液検査を実施
<考え方 >
　この事業所では、新規高等学校卒業予定者の採用選
考時に応募者全員に血液検査を実施していました。理由
を聞いてみると、高所の作業が多く貧血の人では危険なの
で必要だと判断したと回答しています。
　しかしながら、高所の作業は技術職の人に限られ、事
務職の人は行わないことが判明しました。
　このケースでは少なくとも事務職の応募者には血液検
査を実施する必要性は認められず、技術職の応募者に対
しても、適性・能力を判断する上で合理的かつ客観的に
その必要性が認められる範囲内のものかどうかは疑問で
す。採用試験を実施する時は、採用予定の職種ごとに、
どの程度の能力や身体条件等が必要なのかをよく考える
必要があります。

身元調査について

　身元調査においては、居住地域
等の生活環境等を実地に調べた
り、近所や関係者への聞き込みや
様々な書類・データを収集するこ
となどによって、本人やその家族
に関する情報を広く集めることにな
りますが、その中で、仮に意図し
なくても、本人の本籍・生活環境
や家族の状況・資産などの本人に
責任のないことや、思想信条にか
かわることなど、本人の適性・能
力とは関係のない、差別の原因と
なるおそれのある事項が把握され
ることとなります。
　また身元調査によって収集され
る情報の中には、無責任な風評・
予断・偏見が入り込んだ情報が含
まれることがあり、それが採用を左
右するおそれがあります。
　このようなことから、結果として
身元調査は就職差別につながるお
それがあります。
　現に、これまでも身元調査によ
る差別事象が発生しております。
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★　『公正な採用選考』を行う基本は、「①応募者に広
く門戸を開くこと」と、「②本人のもつ適性・能力
以外のことを採用基準にしないこと」にありますが、
そのうち「①応募者に広く門戸を開くこと」につい
ては、特に求人の提示について注意を払う必要があ
ります。

★　企業が労働者を採用しようとする場合、通常、下
記の事項を「求人 ( 情報 )」として整理して、これを
ハローワークに申し込んで職業紹介を求めたり、求
人情報誌などの様々な媒体を利用して求職者に示す
ことによって募集を行います。

①事業所の情報
　（事業所名・所在地・事業内容等）

②労働条件
　（仕事の内容や労働時間・賃金など、企業側の

条件）
③応募条件

　（資格・学歴など、企業が労働者に求める条件）
④採用選考方法に関する情報

　（応募方法・面接日等）

★　このうち、企業が労働者に求める「③応募条件」
については、あらかじめ検討された「採用基準」に
基づいて示すことになりますが、求人職種の職務を
遂行するために必要な適性・能力以外の要素をその
内容としないようにし、不合理な理由で制限をかけ
ないようにする必要があります。

●　企業が求職者に提示する「求人」の中で、職務を遂行するために必要な適性・能力
以外の要素を「労働者に求める応募条件」としないようにする必要があります。

Ⅵ－3　求人の提示

求人条件に求められること

●　求人内容のうちの「②労働条件」については、労働基準法をはじめとする各種法令を遵
守したものである必要があるとともに、職業安定法第 5 条の 3 により明示する義務が課せ
られています。実際の労働条件との相違のない内容を明示する必要があります。

●　また求人内容のうちの「③応募条件」についても、求職者に対して誤解を与えないよう
に表示することが求められます。
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問題事例 居住地・通勤時間による応募者の限定
<考え方 >
　A 事業所では、「○○市内居住者に限る」という形で、居住地によって応募者を限定する求人を行っ
ていました。
　事業主の説明によれば、求人条件の内容が地域の相場よりも高く応募者が殺到することが予想された
ため、応募条件上、居住地域で限定をかけたということでした。
　しかしながら、居住地域で限定をかけるということは、当該地域以外の地域に居住している人を排除し
その応募機会を制限しているということであり、例えば自治体が地元住民の雇用を条件とした補助金等を
付けて企業誘致をし、その企業が当該補助金等受給期間中に募集を行った場合など、その合理性が認
められる特殊な例外もあるかと思われますが（その場合であっても、地元住民が優先されるとしても地元以
外の者を排除しないようにすることが求められると考えられます）、そのような合理的な理由のない限り、居
住地域による差別のおそれがあります。

　また、B 事業所では、「通勤時間○分以内の者に限る」という形で、通勤時間によって応募者を限
定する求人を行っていました。
　事業主は、従業員に支給できる通勤手当に限度があることや従業員の通勤の負担を考えてのことだとい
う理由をあげていました。
  　しかしながら、通勤手当の上限額を超えた通勤費用を自己負担して通勤するかどうかや、通勤にどれ
だけ時間をかけるかは、労働者自身が判断すべきことであり、それらを応募者限定の理由にすることは不
合理であると考えられます。
　通勤時間で限定をかけるということは、例えば、緊急時に職場に迅速に出社しなければならないなどの
職務上の必要性から合理性が認められる特殊な例外もあるかと思われますが（その場合であってもその限
定がどこまで厳密な必要性であるのか、弾力的に取り扱えないかなどについてはよく検討する必要がありま
す）、そのような合理的な理由のない限り、当該通勤時間を超える地域に居住している人を排除しその応
募機会を制限していることになり、居住地域による差別のおそれがあります。

　いずれにしても、応募の門戸は広く開くべきであり、応募条件上で限定を設ける場合であっても、あくまで
も適性と能力に関する合理的な基準によって限定をかけることが求められます。
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★　求人企業の募集に応じようとする応募者は、通常、「履
歴書」などの応募書類を提出することによって応募の意
思表示をしますが、この応募書類については次の点に留
意しましょう。

（１）就職差別につながるおそれのある応募用紙
★　次の応募用紙は、就職差別につながるおそれがあ

るため、応募者から提出を求めないようにしましょう。
①戸籍謄（抄）本・現住所の略図等

　　「戸籍謄（抄）本」「住民票」は本籍・出生地
を把握することとなり、また「現住所（自宅付近）の
略図等」は居住地域の状況や生活環境等を把握した
り身元調査に用いられるおそれがあります。
　（→ P5 ①、P6 注 2 参照）

②合理的・客観的に必要性の認められない健康診断書
　　「合理的・客観的に必要性が認められない採用
選考時の健康診断書の提出」は、結果として、適性・
能力を判断する上で必要のない事項が把握される可
能性があります。（→ P6 ⑭参照）

（２）項目設定に留意が必要な応募用紙
★　次の応募用紙は、就職差別につながるおそれのあ

る記入・入力項目（→ P4 ①～⑪など参照）を含めな
いよう十分留意が必要です。
①社用紙

　雇用主が独自に作成する応募書類（「社用紙」）と
しては、採用面接の前に応募者から企業に対して郵
送させるもののほか、企業訪問時に持参させるもの、
採用面接時に際に記載させるものなどがありますが、い
ずれも、本籍地や家庭状況をはじめ、就職差別につな
がるおそれのある項目を設けないようにしましょう。

②エントリーシート
　近年では、応募の申し込みを、インターネット上のホー
ムページ中に設定された「エントリーシート」の画面か
ら入力することによって行う例も増えてきております。これ
も、電子的媒体による応募書類という位置づけになりま
すので、就職差別につながるおそれのある項目を設け
ないようにしましょう。

●　応募者から提出させる応募書類には、就職差別につながるおそれのある事項を含ま
ないものを用いましょう。

 ●　エントリーシート ( インターネットによる応募用入力画面 ) においても、就職差別
につながるおそれのある入力項目を設定しないようにしましょう。

Ⅵ－ 4　応募の受付け（応募書類・エントリーシート）
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（３）適正な応募用紙
★　応募用紙については、適性・能力のみを基準とした

採用選考を行うためのものとして、次のように定められて
いたり推奨されております。
①新規中学校卒業予定者

　新規中学校卒業予定者については、全国的に定め
られた「職業相談票（乙）」を使用します。
　この書類は、単に採用選考時における資料だけでは
なく、採用後の教育訓練など本人の可能性を伸ばすた
めの学校からの教育引継書ともなる資料です。

②新規高等学校卒業予定者
　新規高等学校卒業予定者については、厚生労働
省、文部科学省及び全国高等学校長協会が協議して
定めた「全国高等学校統一応募用紙」（注）を使用し、
雇用主が独自に作成する応募書類（社用紙）は使わ
ないようにしてください。（注）近畿地方においては「近畿高等学校
統一用紙」

★　なお新規高等学校卒業予定者等については、学
校教育を充実し、就職希望者の適正な職業選択を
確保するとともに求人秩序の確立を図るため、就職
に係る採用選考開始期日等が定められていますので、
これを順守しましょう。（→ P18 参照）

③新規大学等卒業予定者  
　専修学校、高等専門学校、短期大学、大学の新
規卒業予定者については、統一的な応募様式は定め
られていませんが、厚生労働省では、就職差別につな
がるおそれのある事項を除いた「新規大学等卒業予定
者用標準的事項の参考例」を示していますので、これ
に基づいた応募社用紙（履歴書、自己紹介書）、または、

「JIS 規格の様式例に基づいた履歴書」を使用しましょう。
　雇用主が独自で応募書類やエントリーシートを作成す
る場合は、就職差別につながるおそれのある事項（→ P4
①～⑪など参照）を含めないよう留意しましょう。

④一般求職者
　新規学校卒業予定者以外の応募者については、

「JIS 規格の様式例に基づいた履歴書」を使用しましょう。
　職業訓練校修了予定者については、その職業訓練
校において定められた応募書類がある場合、その書類
を使用し、定められていない場合には、「JIS 規格の様
式例に基づいた履歴書」を使用しましょう。
　雇用主が独自で応募書類やエントリーシートを作成す
る場合は、就職差別につながるおそれのある事項（→ P4
①～⑪など参照）を含めないよう留意しましょう。
　なお、ジョブ・カードを活用することで、応募者の仕事
に対する意欲や雇用主が求める職業能力を持っている
か判断する際の参考となりますので、応募書類としての
ジョブ・カードの活用もご検討ください。

ジョブ・カードについて

　ジョブ・カードとは、求職者の自
律的なキャリア形成支援のための
ツールとして求職活動等に活用す
ることを目的とするもので、「履歴
シート」、「職務経歴シート」、「キャ
リアシート」及び「評価シート」（以
下「ジョブ・カード様式」といいま
す。）を一体的にまとめたものをい
います。
　ジョブ・カードは、ジョブ・カード
様式に必要事項を記入して登録キ
ャリア・コンサルタント（ジョブ・カ
ード講習の受講等によりジョブ・カ
ードの交付を行うことを認められた
者）のキャリア・コンサルティング
を受けることで交付されます。ジ
ョブ・カードの作成とキャリア・コ
ンサルティングを受けることを通じ
て自分の職業意識やキャリア形成
上の課題を明確にすることができ、
就職活動やその後の安定的な就業
に役立てられます。
　ジョブ・カード様式は、厚生労働
省のホームページからダウンロード
して入手するほか、ハローワーク
の窓口等でも入手することができ
ます。
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＜職業相談票（乙）＞

中学校長

印

（　　　　　　　　　　　　　）

1　　学　　校　　名 応 　 募 　 書 　 類
（ ㊥ 職 業 相 談 票〔乙〕）

写
　
真
　
貼
　
付

中学校
ふりがな 性

別

3 生
年
月
日

4 昭和
平成

現
住
所

5

6

学

　

業

　

成

　

績

必修教科名 選択教科名

国 語

社 会

数 学

理 科

音 楽

美 術

保 健 体 育

技術・家庭

外 国 語

〔　　〕段階評価 　３段階評価

３学年 ３学年
8
　
特
　
別
　
活
　
動

9
　
総
合
的
な
学
習
の
時
間

10
　
趣
　
味
・
特
　
技

11
　
身
　
　
体
　
　
状
　
　
況

12
　
行
　
動
　
の
　
記
　
録

平成　　年　　月　　日 項　目 項　目行動の
状 況

行動の
状 況

基本的な
生活習慣

思いやり・
協 力

健康・体力
の 向 上

生命尊重・
自然愛護

自主・自律 勤労・奉仕

責 任 感 公正・公平

創意工夫 公 共 心・
公 徳 心

本人の特長を示すものに○印を付
けるものとする。

身 長

体 重

右

右

左

左7
　
出
席
状
況

13　本人の長所・推薦事由等

平 成 　　　年　　　 月　　　日
（所在地）
（郵便番号） （電話番号）
※安定所記載欄 受　付　番　号

公共職業安定所（担当者印）

学年

１

２

３

欠席日数 主　な　理　由

（郵便番号　　　 ―　　　　）

㎝

㎏

（　　　）

（　　　）
視　力

聴　力

備　考

視力欄にＡ～Ｄが記入されている場合、
Ａ：1.0 以上、Ｂ：　1.0未満 0.7以上、Ｃ：0.7
未満 0.3 以上、Ｄ：0.3 未満を表す。

氏
名

2 　年　　　月　　　　日生
（満　　　歳）


